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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次

第97期

第３四半期

連結累計期間

第98期

第３四半期

連結累計期間

第97期

第３四半期

連結会計期間

第98期

第３四半期

連結会計期間

第97期

会計期間
自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日

自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日

自 平成20年10月１日

至 平成20年12月31日

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

売上高 （百万円） 61,029 49,294 17,389 17,143 80,820

経常損失 （百万円） 2,038 1,357 1,027 246 2,150

四半期(当期)純損失 （百万円） 3,338 1,536 1,200 197 1,297

純資産額 （百万円） － － 10,049 10,861 12,054

総資産額 （百万円） － － 53,692 47,316 53,595

１株当たり純資産額 （円） － － 140.39 152.61 170.64

１株当たり四半期(当期)
純損失金額

（円） 50.13 23.07 18.02 2.97 19.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 17.4 21.5 21.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △5,545 274 － － △1,372

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 344 1,036 － － 2,187

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 5,121 △3,190 － － 55

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） － － 4,168 3,236 5,110

従業員数 （人） － － 1,803 1,694 1,768

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、第97期第３四半期連結累計（会計）

期間、第98期第３四半期連結累計（会計）期間及び第97期のいずれの期におきましても１株当たり四半期

（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社につきましても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 1,694(160)　

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 15 (1)　

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売台数(台) 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

自動車関連事業 　 　 　

　新　車 3,686 7,210 97.5

　中古車 3,098 2,162 73.4

　その他 － 4,680 96.5

計 － 14,052 92.5

不動産関連事業 － 108 87.9

情報システム関連事業 － 2,440 185.7

その他の事業 － 542 71.4

合計 － 17,143 98.6

(注)　１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績は次のとおりであります。

なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しており

ます。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

自動車関連事業 　 　

　新　車 6,744 102.2

　中古車 2,057 63.3

合計 8,802 89.4

(注)　１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1) 当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

(2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

当社グループは、前連結会計年度において1,582百万円の営業損失及び2,150百万円の経常損失を計

上しております。当第３四半期連結会計期間につきましては、減税対象車を中心に拡販に取り組み、回

復傾向で推移いたしましたが、100百万円の営業損失及び246百万円の経常損失となりました。

全体需要が大きく低迷する厳しい市場環境の中、損失の計上が継続した場合は、借換えを含む新たな

資金調達に支障をきたす可能性があります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気刺激策の効果もあり回復の兆しはある

ものの、企業業績の低迷は続いており、設備投資の抑制や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等、依然として

厳しい状況で推移いたしました。

当社グループの属する自動車関連業界は、企業の設備投資や個人消費の低迷が継続する厳しい状況の

中、エコカー減税及び補助金の効果により回復傾向にあり、軽自動車を含む国内新車販売台数の全体需要

は新車需要が急速に低迷した前年同期と比べ14.3％増と回復してまいりました。しかしながら、当社グ

ループのマーケットである東京都内の需要は、企業の設備投資低迷の影響から、前年同期比4.2％増と全

国より約10ポイント回復が遅れており、引き続き厳しい経営環境となりました。

このような状況のもと、当社グループの中核事業会社である東京日産自動車販売㈱において、減税・補

助金対象車中心の拡販の取り組みにより、同社の新車販売台数は前年同期比16.4％増と全国全需の回復

を上回る実績で推移いたしましたが、輸入車低迷の影響から当社グループ全体の新車販売台数は前年同

期比12.6％増の実績となりました。

当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、減税対象のコンパクトカーを中心

とした販売車種構成となった結果、売上高は17,143百万円（前年同四半期比245百万円減、1.4％減）とな

りましたが、販売台数の増加により売上総利益は3,880百万円（前年同四半期比278百万円増、7.7％増）

となりました。また、中期経営計画（新TR-10）に基づき引き続き営業費の削減に取り組み、販売費及び一

般管理費を前年同四半期に比べ514百万円減と大幅に削減した結果、営業損益は100百万円の損失（前年

同四半期比793百万円の損失減）、経常損益は246百万円の損失（前年同四半期比781百万円の損失減）と

大幅に改善いたしました。また、在外子会社における特別退職金等の特別損失を156百万円計上いたしま

したが、固定資産売却益266百万円を特別利益に計上したこともあり、四半期純損益は197百万円の損失

（前年同四半期比1,002百万円の損失減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　自動車関連事業

輸入車販売台数減等による売上単価の減少から売上高は14,052百万円（前年同四半期比1,139百万

円減、7.5％減）となりましたが、エコカー減税・補助金の効果による販売台数増に加え、整備・車検等

サービス事業へ注力した取り組みによる車検入庫台数の増加もあり、売上総利益は3,315百万円（前年

同四半期比211百万円増、6.8％増）となりました。営業損益につきましては、販売費及び一般管理費削

減の取り組みの継続により437百万円削減した結果、129百万円の損失（前年同四半期比649百万円の損

失減）となりました。

②　不動産関連事業

ほぼ100％の稼働率で推移した結果、売上高は108百万円（前年同四半期比14百万円減、12.1％減）と

なりましたが、売上原価の低減により営業利益は67百万円（前年同四半期比20百万円増、42.5％増）と

なりました。
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③　情報システム関連事業

顧客のＩＴ投資減退の影響から、サービスビジネスを確保するためのハードウェア及びソフトウェ

アの売上の減少が続いておりましたが、12月にハードウェア及びソフトウェアの大型案件が実現した

こと等により、売上高は2,440百万円（前年同四半期比1,126百万円増、85.7％増）、営業利益は97百万

円（前年同四半期比95百万円増）となりました。

④　その他の事業

その他の事業は、自動車教習所事業及び人材派遣業であります。自動車教習所事業につきましては、

二輪教習者及び二種免許教習者の増加に加え、普通四輪教習者も増加となり、入校者数が前年同四半期

に比べ約20％増加いたしました。人材派遣業につきましては、継続契約の取りやめは依然として続いて

おり、稼動人員は大幅に減少した状況で推移いたしました。この結果、売上高は542百万円（前年同四半

期比217百万円減、28.6％減）、営業利益は4百万円（前年同四半期は36百万円の営業損失）と売上高は

減少となりましたが、損益は改善しております。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

当第３四半期連結会計期間末における総資産は47,316百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,279

百万円減少しております。これは、主に長短借入金の返済及び仕入債務の支払等に伴い現金及び預金が

2,374百万円、売上債権の早期回収等により受取手形及び売掛金が900百万円、固定資産の売却代金の回

収等によりその他流動資産が1,844百万円、店舗網の再編に伴う土地・建物等の除売却及び減価償却に

より有形固定資産が1,289百万円減少したことによるものであります。

②　負債

当第３四半期連結会計期間末における負債は36,454百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,086百

万円減少しております。これは、主に仕入債務の支払等により支払手形及び買掛金が773百万円、その他

流動負債が921百万円、長短借入金が2,892百万円、長短社債が190百万円減少したことによるものであ

ります。

③　純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は10,861百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,192

百万円減少しております。これは、主にその他有価証券評価差額金が240百万円増加いたしましたが、四

半期純損失となったことに伴い利益剰余金が1,536百万円減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、3,236百万円

（前年同四半期比931百万円減）となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において営業活動により支出した資金は942百万円（前年同四半期比

2,842百万円減）であります。これは、主に減価償却費が358百万円ありましたが、税金等調整前四半期

純損失が136百万円、賞与引当金の減少が239百万円、たな卸資産の増加が317百万円、仕入債務の減少が

145百万円、固定資産除売却益が236百万円、法人税等の支払額が72百万円あったことによるものであり

ます。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において投資活動により得られた資金は300百万円（前年同四半期比

1,102百万円減）であります。これは、主に有形固定資産の取得による支出が650百万円ありましたが、

定期預金の払戻による収入が500百万円、有形固定資産の売却による収入が431百万円あったことによ

るものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において財務活動により支出した資金は915百万円（前年同四半期は

4,211百万円の収入）であります。これは、主に長短借入金の返済・収入の差引による支出が915百万円

あったことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

(6) 事業等のリスクに記載した重要事象等について

当社グループは、「事業等のリスク」に記載したとおり、損失の計上が継続した場合は、借換えを含む

新たな資金調達に支障をきたす可能性があります。

全体需要が大きく低迷する厳しい市場環境の中、当該事象を解消するため平成22年３月期から平成24

年３月期にかけた新たな３ヶ年計画である中期経営計画（新TR-10）を策定し、実行しております。

この中期経営計画（新TR-10）に基づき、店舗ネットワークの再構築並びに当社及び東京日産自動車販

売㈱を中心とした本社機構の再編を実施いたしました。また、間接員人件費の更なる削減にも継続して取

り組んでまいります。

これら固定費の大幅な削減を柱とした中期経営計画（新TR-10）を確実に実行し、当第３四半期連結会

計期間において販売費及び一般管理費を前年同四半期に比べ514百万円削減しております。

この取り組みの継続により、安定して収益計上ができる体質への改善を実現することで、当該事象が解

消できるものと確信しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、店舗網の再編に伴い下記設備を売却しております。

会社名 所在地
事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額(単位:百万円)

売却時期建物及び

構 築 物

土地

(面積㎡)
その他 合計

提出会社 東京都立川市 自動車関連事業 販売店舗
 

20
 

 
113

(1,329)

 
0

 

 
134

 

平成21年
12月

(注)　上記の金額には、消費税等を含んでおりません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末の重要な設備の新設、除却等の計画

について重要な変更はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000

　

②　【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数1,000株

計 66,635,063 66,635,063 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資　本　金

増　減　額

(百万円)

資　本　金

残　　　高

(百万円)

資本準備金

増　減　額

(百万円)

資本準備金

残　　　高

(百万円)

平成21年12月31日 － 66,635,063 － 13,752 － 2,335

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日である平成21年９月30日現在の株主名簿に基

づき記載しております。

①　【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 45,000

完全議決権株式（その他） 　普通株式 66,495,000 66,495 －

単元未満株式 　普通株式 95,063 － －

発行済株式総数 　 66,635,063－ －

総株主の議決権 － 66,495 －

　

②　【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社東日カーライフグ
ループ

東京都品川区西五反田

４－32－１
45,000 － 45,000 0.06

計 － 45,000 － 45,000 0.06
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年

４月

平成21年

５月

平成21年

６月

平成21年

７月

平成21年

８月

平成21年

９月

平成21年

10月

平成21年

11月

平成21年

12月

最高(円) 230 186 176 157 134 128 106 96 117

最低(円) 98 97 126 97 117 99 88 63 69

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

　　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役会長 － 林　　文子 平成21年８月10日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,236 5,610

受取手形及び売掛金 ※3
 5,385

※3
 6,285

商品 3,332 3,450

仕掛品 77 75

貯蔵品 17 24

その他 1,295 3,139

貸倒引当金 △27 △39

流動資産合計 13,317 18,546

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 6,679

※1
 7,073

土地 20,513 21,470

その他（純額） ※1
 2,230

※1
 2,169

有形固定資産合計 29,423 30,713

無形固定資産 ※2
 566

※2
 650

投資その他の資産

投資有価証券 1,686 1,490

長期貸付金 37 37

その他 2,393 2,259

貸倒引当金 △108 △101

投資その他の資産合計 4,009 3,685

固定資産合計 33,998 35,048

資産合計 47,316 53,595

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,984 11,757

短期借入金 ※5
 4,293

※5
 6,924

1年内返済予定の長期借入金 8,529 5,122

1年内償還予定の社債 100 240

未払法人税等 54 169

賞与引当金 224 459

その他 2,279 3,201

流動負債合計 26,465 27,874
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

固定負債

社債 500 550

長期借入金 4,436 8,105

繰延税金負債 434 433

退職給付引当金 3,833 3,868

役員退職慰労引当金 17 49

長期預り金 602 648

その他 164 10

固定負債合計 9,988 13,666

負債合計 36,454 41,541

純資産の部

株主資本

資本金 13,752 13,752

資本剰余金 2,350 2,350

利益剰余金 △5,691 △4,154

自己株式 △12 △12

株主資本合計 10,398 11,935

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △138 △379

為替換算調整勘定 △97 △192

評価・換算差額等合計 △236 △571

少数株主持分 700 691

純資産合計 10,861 12,054

負債純資産合計 47,316 53,595
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 61,029 49,294

売上原価 48,317 38,128

売上総利益 12,711 11,166

販売費及び一般管理費 ※１
 14,363

※１
 12,032

営業損失（△） △1,651 △866

営業外収益

受取利息 27 5

受取配当金 32 21

持分法による投資利益 156 －

雑収入 89 24

営業外収益合計 305 50

営業外費用

支払割賦手数料 68 33

支払利息 404 363

雑損失 218 144

営業外費用合計 692 541

経常損失（△） △2,038 △1,357

特別利益

固定資産売却益 6 294

貸倒引当金戻入額 54 11

投資有価証券売却益 233 9

特別利益合計 294 315

特別損失

固定資産除売却損 980 117

事業再編損 － 161

特別退職金 260 83

関係会社整理損 174 －

投資有価証券評価損 0 36

その他 39 13

特別損失合計 1,455 413

税金等調整前四半期純損失（△） △3,199 △1,455

法人税、住民税及び事業税 99 38

法人税等調整額 5 19

法人税等合計 105 57

少数株主利益 33 23

四半期純損失（△） △3,338 △1,536
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 17,389 17,143

売上原価 13,787 13,263

売上総利益 3,601 3,880

販売費及び一般管理費 ※１
 4,495

※１
 3,980

営業損失（△） △893 △100

営業外収益

受取利息 7 3

受取配当金 2 16

持分法による投資利益 94 －

雑収入 7 8

営業外収益合計 112 28

営業外費用

支払割賦手数料 18 10

支払利息 142 113

雑損失 86 49

営業外費用合計 246 174

経常損失（△） △1,027 △246

特別利益

固定資産売却益 3 266

投資有価証券売却益 233 －

貸倒引当金戻入額 18 －

特別利益合計 255 266

特別損失

固定資産除売却損 245 30

関係会社整理損 161 －

特別退職金 7 83

投資有価証券評価損 0 36

その他 3 6

特別損失合計 418 156

税金等調整前四半期純損失（△） △1,190 △136

法人税、住民税及び事業税 △9 8

法人税等調整額 19 17

法人税等合計 10 25

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 35

四半期純損失（△） △1,200 △197
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,199 △1,455

減価償却費 1,436 1,036

貸倒引当金の増減額（△は減少） △40 △6

関係会社投資等損失引当金の増減額（△は減
少）

△15 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △368 △235

退職給付引当金の増減額（△は減少） △508 △34

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △31

受取利息及び受取配当金 △59 △26

支払利息 404 363

為替差損益（△は益） － 1

持分法による投資損益（△は益） △156 －

固定資産除売却損益（△は益） 945 △176

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △233 27

事業再編損失 － 161

関係会社整理損 174 －

売上債権の増減額（△は増加） 7,759 903

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,291 1,133

仕入債務の増減額（△は減少） △13,310 △961

未払消費税等の増減額（△は減少） 212 △204

その他 560 117

小計 △5,101 611

利息及び配当金の受取額 121 59

利息の支払額 △429 △397

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） － 0

法人税等の支払額 △136 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,545 274

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 1 500

有形固定資産の取得による支出 △3,866 △1,719

有形固定資産の売却による収入 2,735 2,447

投資有価証券の取得による支出 △39 －

投資有価証券の売却による収入 632 15

貸付金の回収による収入 1,002 －

出資金の払込による支出 － △200

その他 △122 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー 344 1,036
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,909 △2,675

長期借入れによる収入 2,687 1,400

長期借入金の返済による支出 △2,954 △1,707

社債の償還による支出 △490 △190

配当金の支払額 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △29 △14

その他 △0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,121 △3,190

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △100 △1,874

現金及び現金同等物の期首残高 4,272 5,110

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △4 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 4,168

※１
 3,236
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．会計処理基準に

関する事項の変

更

 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

一部の連結子会社については、ソフトウェア受託開発の収益計上基準について、従来、工事完

成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着

手したソフトウェア受託開発から、工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、

その他の工事で当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる開発については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しておりま

す。

なお、この変更による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローに表示しておりました「法人税等の支払額」

は、当第３四半期連結累計期間より「法人税等の支払額又は還付額（△は支払）」として純額表示しております。

なお、当第３四半期連結累計期間における「法人税等の支払額」及び「法人税等の還付額」はそれぞれ194百万円、195

百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．一般債権の貸倒

見積高の算定方

法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変

化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し

ております。

２．棚卸資産の評価

方法

 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度

末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によっております。

なお、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．固定資産の減価

償却費の算定方

法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっております。

４．法人税等並びに

繰延税金資産及

び繰延税金負債

の算定方法

 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限

定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１．税金費用の計算 在外子会社の税金費用の計算については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。

なお、在外子会社における法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に含めて表示しており

ます。

EDINET提出書類

株式会社東日カーライフグループ(E02544)

四半期報告書

20/30



【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 11,148百万円
 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 10,937百万円
 

※２．無形固定資産の内訳

のれん 53百万円

その他 512百万円

　　合計 566百万円
 

※２．無形固定資産の内訳

のれん 55百万円

その他 595百万円

　　合計 650百万円
 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ
ております。

受取手形 35百万円
 

※３．　　　　　　　―――――

　４．保証債務 　４．保証債務

従業員財形貯蓄住宅資金制度
の利用者

11百万円

　　合計 11百万円
　

従業員財形貯蓄住宅資金制度
の利用者

13百万円

　　合計 13百万円
　

※５．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま
す。

この契約に基づく当第３四半期連結会計期間末の
借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 1,000百万円

借入実行残高 －

　　差引額 1,000百万円
 

※５．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め、取引銀行５行とコミットメント契約を締結して
おります。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実
行残高は次のとおりであります。

コミットメントの総額 4,300百万円

借入実行残高 3,900百万円

　　差引額 400百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 1,223百万円

給料手当及び賞与 4,580百万円

賞与引当金繰入額 227百万円

退職給付費用 756百万円

賃借料及び設備費 2,095百万円
 

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 921百万円

給料手当及び賞与 3,953百万円

賞与引当金繰入額 182百万円

退職給付費用 615百万円

賃借料及び設備費 1,981百万円
 

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 344百万円

給料手当及び賞与 1,243百万円

賞与引当金繰入額 227百万円

退職給付費用 247百万円

賃借料及び設備費 663百万円
 

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

販売諸掛 328百万円

給料手当及び賞与 1,158百万円

賞与引当金繰入額 182百万円

退職給付費用 208百万円

賃借料及び設備費 649百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在) (平成21年12月31日現在)

現金及び預金 4,668百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △500百万円

現金及び現金同等物 4,168百万円
　

現金及び預金 3,236百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 －

現金及び現金同等物 3,236百万円
　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４

月１日　至　平成21年12月31日）

　

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

　普通株式(株) 66,635,063

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

　普通株式(株) 46,217

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して、著しい変動はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
自 動 車
関連事業

(百万円)

不 動 産
関連事業

(百万円)

情報システ
ム関連事業

(百万円)

そ の 他
の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連　　結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

15,192 123 1,314 759 17,389 － 17,389

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

1 － 86 113 201 (201) －

計 15,193 123 1,400 873 17,591(201)17,389

営業利益又は営業損失(△) △778 47 1 △36 △766 (127) △893

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　
自 動 車
関連事業

(百万円)

不 動 産
関連事業

(百万円)

情報システ
ム関連事業

(百万円)

そ の 他
の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連　　結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

14,052 108 2,440 542 17,143 － 17,143

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

1 － 93 78 173 (173) －

計 14,054 108 2,534 620 17,317(173)17,143

営業利益又は営業損失(△) △129 67 97 4 39 (140) △100

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　
自 動 車
関連事業

(百万円)

不 動 産
関連事業

(百万円)

情報システ
ム関連事業

(百万円)

そ の 他
の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

53,144 356 5,162 2,36661,029 － 61,029

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

5 － 317 392 715 (715) －

計 53,149 356 5,479 2,75861,744(715)61,029

営業利益又は営業損失(△) △1,265 119 142 △99 △1,102 (549)△1,651

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　
自 動 車
関連事業

(百万円)

不 動 産
関連事業

(百万円)

情報システ
ム関連事業

(百万円)

そ の 他
の 事 業

(百万円)

 

計

(百万円)

消　　去

又は全社

(百万円)

 

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

42,663 326 4,627 1,67649,294 － 49,294

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

5 － 236 229 471 (471) －

計 42,669 326 4,864 1,90649,766(471)49,294

営業利益又は営業損失(△) △668 170 88 3 △405 (460) △866

(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理等

不動産関連事業 不動産の賃貸等

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入

その他の事業 人材派遣業・自動車教習所等
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会

計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年

４月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会

計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年

４月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

12月31日）

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められないため記載を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

デリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)
　 　

１株当たり純資産額 152円61銭
　

１株当たり純資産額 170円64銭
　

　

２．１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)
　 　

１株当たり四半期純損失金額 50円13銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純損失金額 23円07銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） 3,338 1,536

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 3,338 1,536

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,594 66,590

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)
　 　

１株当たり四半期純損失金額 18円02銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純損失金額 2円97銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） 1,200 197

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 1,200 197

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,593 66,589

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

株式会社東日カーライフグループ

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    三    浦    昭    彦    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    赤    荻    　 隆 　    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東日カーライフグループの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成20年10月1日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子

会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は引き続き中期経営計画（TR-10）に沿った取

り組みを実行したものの、景気減速による需要低迷により当第３四半期連結累計期間の業績は1,651百万円の

営業損失及び2,038百万円の経常損失となった。また、資金調達面ではコミットメントライン契約に財務制限

条項が付されており、平成21年３月期の最終業績によっては借換えを含む新たな資金調達に支障をきたす可

能性があり、継続企業の前提に重要な疑義が生じている。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載

されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四

半期連結財務諸表には反映していない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

株式会社東日カーライフグループ

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    三    浦    昭    彦    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    赤    荻    　 隆  　   印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東日カーライフグループの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東日カーライフグループ及び連結子

会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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